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愛媛県生涯学習センターの指定管理者業務仕様書 

 

本書は、『「愛媛県生涯学習センター」及び「えひめ青少年ふれあいセンター」指定管理

者募集要項』と一体のものであり、愛媛県生涯学習センター（以下「センター」という。）

の管理運営業務を指定管理者が行うに当たり、愛媛県（以下「県」という。）が指定管理者

に要求する管理運営の業務内容及びその基準等を示すものである。 

 

第１ センターの管理運営に関する基本的事項 

１ 管理運営に係る基本理念 

指定管理者制度は、従来の公の施設の管理委託制度とは異なり、指定管理者が施設の

管理権限と責任を有し、施設の管理を代行する制度である。このため、指定管理者は、

自らの責任と判断によって、施設の適正な管理を確保しつつ、住民サービスの向上を図

っていく必要があるが、特に、センターの指定管理者は、次の各項目に留意して管理運

営を実施しなければならない。 

また、県は、施設の管理者として、必要に応じて指定管理者に対して指示等を行うも

のとする。 

(1) センターの設置目的に則した管理運営を行うこと。 

(2) 公の施設であることを常に念頭に置いて、利用者への奉仕及び公平なサービスの提 

供に努め、特定の団体等に有利又は不利になる運営をしないこと。 

(3) 事業計画書等に基づき、利用者が快適に施設を利用できるよう適正な管理運営を行 

うとともに、効率的かつ効果的な管理運営を行い、適正な収入の確保と経費の縮減に 

努めること。 

(4) センターが最大限有効活用されるよう利用促進に努めるとともに、利用者の意見を 

管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。 

(5) 利用者の安全に配慮し、事故防止に努めること。 

(6) 県と密接に連携を図りながら管理運営を行うとともに、県の施策に対し積極的に協

力するよう努めること。 

 

２ 関係規程の遵守 

指定管理者は、センターの管理運営を行う上で、次に掲げるものをはじめ、関係する規

程を遵守しなければならない。 

(1) 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

(2) 愛媛県教育機関の設置等に関する条例（昭和 32 年愛媛県条例第 19 号） 

(3) 愛媛県生涯学習センター管理条例（平成 20 年愛媛県条例第 25 号。以下「管理条

例」という。） 

(4) 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

(5) 愛媛県情報公開条例（平成 10 年愛媛県条例第 27 号） 

(6) 愛媛県行政手続条例（平成７年愛媛県条例第 48 号） 
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３ 管理運営を行うに当たっての留意事項 

指定管理者は、管理運営を行うに当たり、特に次の点に留意しなければならない。 

(1) 事故の予防及び緊急時の対応 

ア 指定管理者は、施設内での事故の予防対策や発生時の対処、災害等緊急時の利用

者の避難、誘導、安全確保、必要な通報等についての対応計画（安全管理マニュア

ル等）を作成し、事故の未然防止に万全を期すとともに、緊急事態の発生時には的

確に対応すること。 

イ センターの利用者等の急な病気、けが等に対応できるよう、近隣の医療機関等と

連携し、緊急時には的確な対応を行うこと。 

ウ 指定管理者は、館内での火災、犯罪、疾病、食中毒等の防止に努めるとともに、

発生時には的確に対応すること。 

エ 災害等により、県又は施設所在市町が、センターを避難所、広域防災拠点等として

使用する必要があると認めるときは、その指示に従うこと。ただし、大規模災害が発

生した場合における初動の対応（来館者等の安全確保、避難誘導、自主避難者への対

応等）については、県及び施設所在市町と密接に連携を取りながら、原則として、指

定管理者が自主的に行うこと。 

オ 大規模災害等の不可抗力の発生に起因して、指定管理者にあらかじめ定められた

管理業務に係る経費以外の負担が発生した場合、指定管理者は、その内容及び程度

の詳細を記載した書面をもって県に報告すること。 

(2) 管理運営規程の作成 

指定管理者は、あらかじめセンターの管理運営に必要な規程を定め、県に報告する

こと。 

(3) 帳簿の記帳 

指定管理者は、センターの管理運営に係る収入及び支出の状況について、適切に帳

簿に記帳するとともに、当該収入及び支出に係る帳簿及び証拠書類については、次年

度の４月１日から起算して、帳簿については 10 年間、証拠書類については５年間保

存すること。 

また、これらの関係書類について、県が閲覧を求めた場合は、これに応じること。 

(4) 省エネルギーに努めるとともに、廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理を行

うこと。 

（5）喫煙について 

   利用者の受動喫煙防止のため、センターの建物内のほか敷地内についても終日全面

禁煙とすること。加熱式たばこ・電子たばこも含む。 

 (6) その他 

  ア バリアフリー化を心掛け、備品の配置や動線の設定、掲示等に配慮すること。 

イ 指定管理者は、業務を実施するために必要な官公署の免許、許可、認定等を受け

ていること。また、個々の業務について再委託を行う場合には、当該業務について

当該再委託先が、それぞれ上記免許、許可、認定等を受けていること。 

ウ センターの運営に従事する職員は、名札を着用するなど、常に利用者に施設職員

と分かるようにすること。 
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第２ 開館時間及び休館日 

１ 開館時間及び休館日 

(1) 開館時間 

  午前９時から午後５時 30 分まで。ただし、県民小劇場、各研修室、各レッスン室

及びパソコン演習室の使用は、午前９時から午後 10 時まで。 

(２) 休館日 

 月曜日（ただし、月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）第

３条に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日の直後の休

日でない日） 

 

 ２ 開館時間及び休館日の変更 

指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、開館

時間及び休館日を変更することができる。 

また、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に

センターを利用させることができる。 

 

第３ 指定管理者が業務を行う区域 

別添図面におけるセンターの区域とする。ただし、県が配置する駐在職員（以下「駐在職

員」という。）の事務室（本館２階）及び収蔵庫に立ち入るときは、駐在職員の許可を得る

ものとする。 

 

第４ 指定管理者が行う業務の内容 

１ センターの事業の実施に関する業務 

 (1) 学習情報の収集及び提供並びに学習相談に関する業務 

 (2) 生涯学習の指導者の養成に関する業務 

 (3) 生涯学習に関する学習機会の提供に関する業務 

 (4) 愛媛人物博物館の運営（学芸業務を除く。）に関する業務 

(5) その他必要な業務 

 

２ センターの利用に関する業務 

(1) 利用の許可に関する業務 

(2) 利用料金の収受に関する業務 

(3) 利用促進に関する業務 

 

３ センターの維持管理に関する業務 

 (1) 施設保守管理業務 

 (2) 保守点検業務 

 (3) 建築物環境衛生管理業務 
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 (4) 備品管理業務 

 (5) 植栽管理業務 

 (6) 清掃業務 

 (7) 保安警備業務 

 (8) その他の業務 

 

４ センターの管理運営業務 

 (1) 事業計画書等の作成 

 (2) 事業報告書等の作成 

(3) 事業評価業務 

(4) 県との連絡調整 

 (5) 隣接施設等との連絡調整 

 (6) 関連団体との連絡調整 

 

５ その他必要な業務 

 

第５ センターの事業の実施に関する業務の基準 

 指定管理者は、センターの施設等を利用し、次に掲げる事業を実施するものとする。 

 なお、業務の詳細は、別記１に定めるとおりとする。 

 

１ 学習情報の収集及び提供並びに学習相談に関する業務 

 (1) 学習相談 

   指定管理者は、来館、電話、ファックス、電子メール等による県民の生涯学習に関

する相談に応じること。 

 (2) 生涯学習情報提供システムに関する業務 

   指定管理者は、県民の学習活動を助長・促進するため、県と県内の生涯学習機関の

連携により、生涯学習に関する各種の情報を収集・蓄積し、インターネットを活用し

て広く県民に情報を提供する生涯学習情報提供システムの整備・運営を行うこと。 

  ア イベント・講座情報の登録 

  イ 施設・機関情報の登録 

  ウ 指導者情報(えひめマナビィ人材データバンク)の登録 

  エ 地域学に関する情報の公開 

 (3) 学び舎えひめ悠々大学の運営 

   指定管理者は、各種生涯学習関係機関・団体と連携を図り、学習機会や情報を総合

的・体系的に県民に提供すること。 

 

２ 生涯学習の指導者の養成に関する業務 

 (1) 学習成果を生かした活動の支援 

指定管理者は、学び舎えひめ悠々大学の単位取得者が学習成果を生かした活動を行

うための支援を行うこと。 
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  ア 取得単位数に応じて授与される奨励賞の受賞者を対象とした指導方法に関する特

別講座の開設 

  イ 奨励賞の受賞者の生涯学習講座講師としての活用 

 (2) 社会教育関係団体との連携・調整 

指定管理者は、生涯学習関連団体室等に入居している社会教育関係団体等と連携・

調整を図り、それらの大会等を支援すること。 

 

３ 生涯学習に関する学習機会の提供に関する業務 

 (1) 生涯学習講座の開設 

   指定管理者は、多様化、高度化する県民の生涯学習に対するニーズに対応するた

め、多様な手法と内容による各種の学習機会を県民に提供するものとする。 

 (2) 図書室の運営 

   指定管理者は、図書室の図書（約 18,000 冊）について、紛失等のないように適正

に管理を行い、年１回は蔵書点検を行うこと。また、入館者にこれらを閲覧させるこ

とにより県民の学習活動の促進を図ること。 

 (3) 生涯学習に関する自主事業の実施 

   指定管理者は、貸館利用を妨げない範囲で施設の有効利用や利用促進のために必要

と認める事業を自ら企画し、積極的に実施することができる。 

 (4) 県事業への協力 

   指定管理者は、県及び県所管施設が実施する以下の事業について、連携・協力を行

うこと。 

ア 生涯学習“夢”まつりの運営 

イ 巡回展、イベント等の運営 

ウ 広報等への協力 

エ その他生涯学習に資する学習機会を提供する事業への協力 

 

４ 愛媛人物博物館の運営（学芸業務を除く。）に関する業務 

 (1) 愛媛人物博物館の運営 

愛媛人物博物館（以下、「人物博物館」という。）の運営について、収蔵資料（人

物図書コーナーの図書を含む。）の管理等の学芸業務は駐在職員が行うが、施設の維

持管理、受付、案内、リーフレット類の作成等の学芸業務以外の業務は、指定管理者

が駐在職員の指導及び助言に従って行うものとする。 

企画展示については、駐在職員（学芸員等）と協議の上、年１回以上実施するもの

とし、学習効果を高めるための関連事業を実施するものとする。また、常設展示の展

示替え及び展示資料の拡充については県と協議の上、駐在職員（学芸員等）と連携し

て実施すること。その際の経費は指定管理者が負担すること。 

 (2) 他施設との連携及び自主事業の実施 

指定管理者は、他施設・団体との連携・共催による企画展示、講座等の関連事業を

実施し、人物博物館の利用促進に努めること。 

 (3) 児童生徒への学習相談と利用促進 

指定管理者は駐在職員の指導の下に、愛媛の偉人に関する学習相談を積極的に支援
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するとともに、愛媛のふるさと学習と関連した事業を県と連携して実施し、人物博物

館の利用促進に努めること。 

 

５ その他必要な業務 

  指定管理者は、以下の事業について、協力を行うこと。 

(1) 駐在職員が行う事業のホームページ掲載 

(2) 小中学校ふるさと学習作品展に係る協力 

 

第６ センターの利用に関する業務の基準 

１ 利用の許可に関する業務 

 (1) 利用の許可 

次表に掲げる施設等を利用する場合は、指定管理者の許可が必要となる。このた

め、指定管理者は、許可を必要とする施設等及び許可の手続について、あらかじめ定

めること。（管理条例第８条） 

施 設 

パソコン演習室、展示室、研修室、演劇レッスン室、音楽レッス

ン室、県民小劇場（ホール）、楽屋、リハーサル室、会議室、ミ

ーティングルーム 

その他 指定管理者が定める附属設備及び備品 

(2) 利用の制限に関する事項 

ア センターを利用する者は、管理条例第６条第１項各号に掲げる行為をしてはなら

ない。ただし、施設の利用許可を受けた利用者の当該許可に係る行為については適

用しない。 

イ 管理条例第７条各号のいずれかに該当すると認めるとき、又は管理運営上やむを

得ない理由があるときは、指定管理者は、センターへの入館を禁じ、その利用を制

限し、又は退館を命じることができる。 

ウ 指定管理者は、利用の制限に関する基準をあらかじめ定めること。また、制限に

当たっては、指定管理者は不当な取扱いをしてはならない。 

 (3) 利用の許可の制限に関する事項 

ア 指定管理者は、管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、利用の許可に

条件を付することができる。（管理条例第８条第２項） 

イ 管理条例第９条各号のいずれかに該当すると認めるとき、又は管理運営上やむを

得ない理由があるときは、指定管理者は、利用の許可をしないものとする。 

ウ 管理条例第 10 条各号のいずれかに該当すると認めるとき、又は管理運営上やむ

を得ない理由があるときは、指定管理者は、利用の許可を取り消し、又は利用を制

限し、若しくは停止することができる。 

エ 指定管理者は、利用の許可の制限に関する基準をあらかじめ定めること。また、

許可の制限に当たっては、指定管理者は不当な取扱いをしてはならない。 

 (4) 利用料金の設定 

  ア 指定管理者は、上記(1)の表に掲げる施設の利用については管理条例で定める額

（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の範囲内で、指定管理者が定める附属設
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備及び備品の利用については実費を勘案して、あらかじめ知事の承認を得て、利用

料金を設定すること。（管理条例第 12 条） 

 また、指定管理者が利用料金を設定するに当たっては、施設の有効活用の観点及

び収支状況等を踏まえ、適切なものとすること。 

 なお、利用料金について、知事の承認を受けたときは、速やかに公表するととも

に、変更する場合は、施設の仮予約をし、又は利用許可を受けた利用者に対しての

説明や、新料金の施行に当たって一定の周知期間を設けるなど適切な対応を行うこ

と。 

イ 指定管理者は、管理条例第 13 条に基づき、利用料金を減免しようとする場合

は、減免の基準や手続について、あらかじめ定めること。減免に当たっては、指定

管理者は不当な取扱いをしてはならない。 

ウ 管理条例第 13 条第１号における「県又は指定管理者がセンターの目的を達成す

るために利用するとき」としては県主催の生涯学習事業、県が共催を認めた生涯学

習事業及び指定管理者が業務として行う生涯学習事業を、同条第２号の「知事が特

に必要があると認めて指示するとき」としては「ボランティア活動を促進するため

の公の施設の使用料等減免規則」（平成 15 年愛媛県規則第 50 号）に基づき減免す

ること。 

なお、同条第３号の「指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均衡を

失しない範囲内において適当と認めるとき」の具体的内容については、県と指定管

理者が協議の上、両者で締結する協定書に定める。 

 

２ 利用料金の収受に関する業務 

 (1) 利用料金の収受 

ア 指定管理者は、施設等の利用に係る利用料金を自己の収入として収受する。ま

た、利用料金は、前納を原則とするが、指定管理者が必要と認めるときは、後納さ

せ、又は分納させることができる。なお、利用料金の収受方法等について、指定管

理者は、あらかじめ定めること。（管理条例第 11 条） 

イ 収受した利用料金は還付しないものとするが、管理条例第 14 条各号のいずれか

に該当するときは還付する。指定管理者は、還付する場合の基準をあらかじめ定め

ること。また、還付に当たっては、指定管理者は不当な取扱いをしてはならない。 

 (2) 利用の受付、許可 

ア 施設等の利用の申込受付は、原則として先着順とし、利用の許可に当たっては、

公平な利用を確保すること。 

イ 利用の申請書等の書類が必要な場合は、指定管理者において作成すること。 

ウ イベントの実施のための施設の利用の許可に当たっては、利用目的等利用上問題

がないことを確認した上で許可すること。 

エ イベントの準備及び撤去の作業時並びに及び開催時の音響、騒音等で周辺住民へ

悪影響を及ぼさないよう指導すること。 

オ 指定管理者がセンターの利用者に対して行う許可等の処分には、愛媛県行政手続

条例が適用される。 

 (3) 利用の案内 
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ア 指定管理者は、館内において利用者が円滑に利用ができるよう利用案内に配慮す

ること。 

イ 電話での問い合わせや施設見学等については、適切な対応を行うこと。 

ウ 施設等の利用等について、利用者、住民等から苦情があった場合は、適切な対応

をすること。また、その内容を県へ報告すること。 

 (4) 利用方法と注意事項の説明 

施設、附属設備、備品等を利用者が安全かつ円滑に利用できるよう、利用方法及び

注意事項について十分な指導、説明及び助言を行うこと。 

 

３ 利用促進に関する業務 

指定管理者は、センターの効用を最大限発揮するため、利用促進に努めることとし、

次の事項を実施すること。 

 (1) 宣伝広報 

指定管理者は、県と協議しながら、センター及びセンターで実施される企画展示や

イベントのＰＲのために、ポスター・チラシ、リーフレット等の発行のほか、下記の

例を参考に多様な広告媒体を活用した広報活動を実施すること。また、センターホー

ムページ及びソーシャルメディアを管理運営し、積極的に情報を発信すること。 

（例） 

ア 企画展示やイベント等のポスター・チラシ等の発行 

イ 施設案内リーフレット等の作成・配布 

ウ イベント情報誌等の作成・配布 

エ 報道機関等への情報提供 

オ ＳＮＳを利用した情報発信（有料広告含む。） 

カ テレビや新聞等のマスメディア広告 

キ デジタルサイネージ等のオフライン広告 

ク Ｗｅｂ、インターネット広告 

 

※ 公式アカウントを取り扱う際には、「愛媛県ソーシャルメディア利用ガイドライン」に定め

られた取扱いを準用して適正に運用すること。 

 (2) 誘致活動 

指定管理者は、学校、企業、関連団体等への誘致活動の実施などセンターの利用促

進を図ること。 

 

第７ センターの維持管理に関する業務の基準 

 指定管理者は、センターの施設等の機能と環境を良好に維持し、サービス提供が常に円

滑に行われるように、施設等の日常点検、保守及び法定の環境測定等の保守管理業務を行

うこと。なお、業務の詳細は、別記３に定めるとおりとする。 

 

１ 施設保守管理業務 

 指定管理者は、センターを適切に運営するために、日常的に施設の点検を行い、現



 
9 

在の状態を維持し、かつ、美観を維持すること。特に、建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号）第 12 条第２項の規定に基づく建築物の敷地及び構造に関する点検について

は、１級建築士等に３年ごとに１回以上行わせること。 

また、指定管理者は、施設を安全かつ安心して利用できるよう施設の保全に努めると

ともに、建築物等の不具合を発見した際には、速やかにその改善が図られるよう、適切

に対処すること。 

 

２ 保守点検業務 

 指定管理者は、附属設備等の安全の確保及び適切な管理運営のために、次に掲げる保

守点検等の必要な処置を講じること。 

 (1) 附属設備の法定点検のほか、初期性能及び機能の保持のための外観点検、機能点

検、機器動作特性試験、整備業務等を行うこと。特に、建築基準法第 12 条第４項の

規定に基づく建築物の建築設備及び防火設備に関する点検については、それぞれ１級

建築士等に１年以内ごとに行わせること。 

 (2) 故障等が発生した場合や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合は、速や

かにその改善が図られるよう、適切に対処すること。 

 

３ 建築物環境衛生管理業務 

 (1) 指定管理者は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20

号）に基づき、空気環境や水質等に関する検査測定を行い、その結果を県に報告するこ

と。 

 (2) 検査測定結果が、建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令（昭和 45 年

政令第 304 号）に定める建築物環境衛生管理基準を満たさない場合は、指定管理者は、

県と協議し、その改善に努めること。 

 

４ 備品管理業務 

 (1) 指定管理者は、県が所有する備品について、愛媛県会計規則（昭和 45 年愛媛県規

則第 18 号）及び関係例規に基づき適切に管理すること。 

 (2) 指定管理者は、県が所有する備品について、利用に支障を来さないよう管理を行う

とともに、不具合が生じた場合は、速やかにその改善が図られるよう適切に対処する

こと。 

 (3) 指定管理者が指定期間中に購入した備品（愛媛県会計規則第 166 条に規定する備品

であって、指定管理者の故意・過失により破損等した県所有の備品を弁償するために

指定管理者が購入したものを除く。以下同じ。）の所有権は、指定管理者が有するも

のとするが、事前に県と指定管理者が協議の上、双方が合意したものについては、指

定管理者が購入した備品を県の所有とし、指定管理者が管理する場合があること。 

 (4) 指定管理者は、備品管理簿を備え、新たに備品を取得した場合には、県に報告する

こと。 

(5) 愛媛人物博物館の収蔵資料及び人物図書コーナーの図書は、駐在職員が管理する。 
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５ 植栽管理業務 

 指定管理者は、センターの植栽樹木及び芝生等の維持管理に当たっては、美観又は衛

生を良好な状態に保つため、施肥や薬剤散布、除草、かん水、刈込み、せん定などの必

要な処置を講じること。 

 

６ 清掃業務 

 指定管理者は、センターの施設等について、良好な衛生環境、美観の維持に心掛け、

公共施設として快適な空間を保つために必要な清掃業務を実施すること。また、産業廃

棄物及び一般廃棄物については適切に収集・運搬及び処分すること。 

 

７ 保安警備業務 

 指定管理者は、センターの防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用

できる環境を確保した保安警備業務を実施するとともに、防火管理者を配置すること。 

 

８ その他の業務 

 指定管理者は、国や県等の関係機関の指示があった場合は、臨時点検を実施すること。 

また、施設の維持管理業務の実施状況を記録した業務日誌を作成するとともに、一定

期間保管し、県の求めがあった時には、閲覧に供すること。 

 

９ 修繕の費用負担等 

 指定管理者は、施設の修繕必要箇所と要する費用の把握に努め、修繕に係る施設の状

況と必要経費、優先度を定期的に県に報告すること。施設等の本来の効用持続年数を維

持するために必要な限度の修繕は、原則として指定管理者が負担して実施すること。そ

れ以外は、県と指定管理者との協議によるものとする。 

 

10 維持管理計画の作成 

 指定管理者は、年度当初に施設維持管理計画（点検整備、法令に基づく測定・検査、調

査等）を作成し、県に提出すること。 

 なお、計画に従って実施した点検・評価結果、整備状況、修繕等については記録し、施

設維持管理計画に反映させること。 

 

11 その他知事が許可した目的外使用部分の管理 

知事は、生涯学習関連団体室について指定管理者以外の者に対して目的外使用を許可

するので、その目的外使用部分についても適正な管理を行うこと。また、その他にも施

設の一部について同様の許可をすることがあるので、同様に管理を行うこととし、当該

部分に係る光熱水費は、指定管理者が負担するものとする。 

なお、公衆電話及び清涼飲料水等の自動販売機の設置並びに飲食物提供・物品販売事

業（以下「飲食物提供・物品販売事業等」という。）をしようとする者に対しても知事

は同様の許可を与えることがあるが、この場合における光熱水費については、指定管理

者が一括して支払った上で、後日、当該料金を当該許可を受けた者へ請求することと

し、支払方法等については双方が協議すること。 
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第８ センターの管理運営に必要な業務の基準 

１ 組織体制及び人員配置等 

 (1) 配置人員等 

ア 管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基

準法（昭和22年法律第49号）等関係法令を遵守し、管理運営を効率的に行うための業

務形態に合った適正な人数の職員を配置すること。 

 イ 専任の総括責任者（所長）を１名配置すること。 

ウ 舞台操作等の業務に必要な人員を確保すること。なお、業務の詳細は、別記４に定

めるとおりとする。 

エ その他センターの管理運営に必要な知識及び技能を有する者並びに生涯学習に関

する知識及び技能を有する者（学芸員、社会教育主事の資格を有する者）を相当数確

保すること。 

オ 指定管理者は、施設の保守管理業務を実施するために必要な官公署の免許、許可、

認可を受けている必要がある。個々の業務について再委託を行う場合には、当該業

務について当該再委託先がそれぞれ上記の免許、許可、認可等を受けていることが

必要である。指定管理者は、自らの職員又は再委託先の職員の中から、施設の管理運

営に必要な資格を有する者をあらかじめ指名し、施設に配置する必要がある。ただ

し、防火管理者は、再委託できない。また、指定管理者は、あらかじめ当該資格を有

する者の氏名及び当該資格を証する書面を県に届け出ること。 

この場合において、施設への配置が必要とされる者は、次のとおりである。 

 （ア） 建築物環境衛生管理技術者（建築物における衛生環境の確保に関する法律第６ 

   条） 

 （イ） 防火管理者（消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第８条） 

 （ウ） 危険物取扱者（消防法第 13 条） 

 （エ） 電気主任技術者（電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第 43 条） 

カ 職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用

者の要望に応えられるものにすること。 

キ 職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに、施設の管理運営に必要な

知識と技術の習得に努めること。 

 

２ 個人情報の保護 

  指定管理者には、センターの管理運営を行うに当たり、個人情報の保護に関する法

律第 66 条第２項第２号の規定により、個人情報の適正な取扱いについての義務が課せ

られる。 

  なお、個人情報の取扱いの具体的な内容については、別記５のとおりであり、県と指

定管理者が締結する協定で定める。 

また、同法に違反した場合には、同法第 176 条又は第 180 条の規定により処罰され

る場合がある。 
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３ 情報の公開 

  指定管理者には、愛媛県情報公開条例第 36 条の規定により、指定管理者が保有する

センターの管理に関する情報の公開について必要な措置を講ずる努力義務が課せられ

る。 

 

４ 事業計画書等の作成 

 (1) 事業計画書の作成 

   指定管理者は、県が指定する期日（例年３月初旬、指定管理期間の初年度にあって

は、基本協定書の締結後速やかに）までに翌年度の管理運営に関する事業計画書を作

成し、県へ提出すること。この場合において、事業計画書の作成に当たっては、県と調

整の上、指定管理者が目指すべき経営目標について、数値目標を定めることにより明

確にすること。なお、事業計画書の主な内容は次のとおりであり、詳細については、県

と指定管理者が締結する協定で定める。 

  ア 管理運営の基本方針 

  イ 管理運営の体制 

  ウ 管理運営の実施計画 

  エ 管理運営の収支計画 

  オ その他県が必要と認める事項 

(2) 予算の作成 

指定管理者は、県がセンターの管理運営に係る予算を措置するために必要とする資

料を作成すること。なお、具体的な資料の内容、提出時期（例年10月頃）について

は、別途指示する。 

 

５ 事業報告書等の作成 

 (1) 年次報告 

  指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、事業報告書を県に提出すること。なお、事

業報告書の主な内容は次のとおりであり、詳細については、県と指定管理者が締結す

る協定で定める。 

ア センターの管理運営業務の実施状況及び利用状況 

組織体制、利用率、施設等利用状況及び利用者数、事業実施状況及び参加者数、利

用者満足度、施設等維持管理状況、課題分析と自己評価 

イ 利用料金等の収入の実績 

ウ センターの管理に係る経費の収支状況 

エ 事業計画書に記した経営目標の達成状況 

オ 基本協定書に規定する備品の一覧表の写し 

(2) 月次報告 

指定管理者は、毎月月次報告書を作成し、翌月 10 日までに県に提出すること。な

お、月次報告書の主な内容は次のとおりであり、詳細については、県と指定管理者が

締結する協定で定める。 

ア 利用率、施設等利用状況及び利用者数 

イ 事業実施状況及び参加者数 
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ウ 利用料金の収入状況 

エ 利用者等からの苦情とその対応状況 

オ その他必要事項 

 (3) 即時報告 

   指定管理者は、管理運営業務を実施するに当たり、人身事故等重大な事故が発生し

た場合は、即時報告すること。 

 

６ 事業評価業務 

指定管理者は、利用者アンケート等によりセルフモニタリングを行い、利用者等の意

見や要望を把握するとともに、行政機関や関係団体、学識経験者等から、運営等に関す

る意見を求め、管理運営に反映させるよう努めるとともに、来館者の施設、事業内容、

サービス等に関する満足度を調査して結果を分析し、施設の運営に活かすこと。 

また、分析結果は県に報告すること。 

なお、施設の管理運営に関して自己評価を行い、その結果を前記の事業報告書にまと

め、県に提出すること。特に、経営目標の達成状況については、県民への説明責任の観

点から、４(1)の事業計画書において定めた数値目標の達成度合いを数値により示すこ

と。 

 

７ 県との連絡調整 

指定管理者は、県との連絡調整を緊密に行うとともに、上記４から６までの書類を作

成する場合、連絡調整会議で協議を行うこと。 

 

８ 隣接施設等との連絡調整 

隣接するえひめ青少年ふれあいセンター及び愛媛県総合教育センター並びに近隣の県

立施設と協力し、必要に応じ、それぞれの施設の利用者及び職員に対し、センターの駐車

場を利用させること。 

 

９ 関連団体との連絡調整 

指定管理者は、周辺地域の自治体や住民、各種研究団体のほか、全国公立文化施設協

会、中四国地区公立文化施設協議会、愛媛県公立文化施設協議会、全国文化・学習情報提

供ネットワーク協議会等との連絡調整を図り、必要な事務を行うこと。 

 

10 指定期間終了後の引継業務 

(1) 指定管理者は、指定期間が満了したとき、又は指定期間満了前に指定の取消しが行

われたときは、次期指定管理者が円滑かつ支障なくセンターの管理運営業務を遂行で

きるよう、引継ぎを行うこと。 

(2) 引継ぎに当たっては、引継内容が不十分であることを原因とした事故等を防止する

ため、危険注意箇所等について十分に確認を行うとともに、施設の利用予約に関する

情報等、施設の管理運営に必要な情報を遅滞なく次期指定管理者へ提供するなど、引

継ぎに遺漏のないよう十分留意すること。 

(3) 指定管理者が変更となる場合の利用料金収入の取扱いについては、次のとおりとす
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る。 

ア 次期指定管理者の指定期間中に係る施設利用を現指定管理者が許可した場合の

利用料金 

  納付の時期によって納付先が変わることから、施設利用者が混乱しないよう、

必要な対応をすること。 

① 現指定管理者の指定期間中に納付される場合 

      次期指定管理者に帰属するものとし、納付を受けた現指定管理者が預かり金

として保管の上、次期指定管理者の管理が開始された時点で引き継ぐ。 

② 次期指定管理者の指定期間中に納付される場合 

      次期指定管理者に帰属するものとし、利用者は次期指定管理者に納付するも

のとする。 

   イ 現指定管理者の指定期間中の施設利用に係る利用料金が現指定管理者の指定期

間中に納付されなかった（未収金がある）場合の利用料金 

現指定管理者の未収金であり、現指定管理者に帰属するものであることから、

利用者は現指定管理者に納付するものとする。 

 

第９ その他必要な業務の基準 

１ 飲食物提供・物品販売事業等の実施 

指定管理者は、指定管理者業務以外に、知事から行政財産の目的外使用許可を受けて、

センターの管理に支障がない場所において公衆電話及び清涼飲料水等の自動販売機を設

置することができ、また、利用者に食事、喫茶等の飲食物の提供（レストラン業務）及び

物品の販売（売店業務）を行うことができる。 

なお、指定管理者が、知事から行政財産の目的外使用許可を受けて、飲食物提供・物品

販売事業等を行う場合は、次の点に注意が必要である。 

(1) 指定管理者が飲食物提供・物品販売事業等を行う場合は、提供・販売する食事や物

品等の内容、方法及び料金等の設定は、指定管理者が行うとともに、事業に要する経

費は、全て指定管理者が負担すること。 

(2) 飲食物提供・物品販売事業等を開始する場合は、開始前にその内容を県に通知する

こと。 

(3) 現在、センターの旧レストラン部分は、休憩室として利用している。本スペースを

飲食物提供・物品販売事業に利用する場合、その改装費用は指定管理者が負担するこ

と。 

(4) 指定管理者が飲食物提供・物品販売事業を行わない場合は、指定管理者以外の事業

者に行政財産の目的外使用許可を行うことにより、当該事業を実施することがある。 

  この場合において、指定管理者は、来館者へのサービス向上のため、当該事業を実

施する事業者と実施内容や経費負担について連携・調整を図ること。 

 

２ 広告事業の実施 

  指定管理者は、センター内において、知事の許可を受けて、広告物の表示若しくは配布

又は広告物を掲出する物件の設置を行うことができる。この場合において、センターの
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業務、来館者の利用及び景観に支障のない範囲内で、事業を行う場所を選定するものと

する。 

  なお、広告事業を行う場合は、次の点に注意が必要である。 

 (1) センターの一体的かつ効率的な管理運営のため、センター内での広告事業は、指定

管理者だけに許可する予定であることから、指定管理者は、広告事業によって収益を

得た場合は、センターの適正な管理運営のために充当すること。 

 (2) 広告主の募集、選定、条件及び料金設定等は、指定管理者が行うこと。 

 (3) 設置工事を行った場合は、指定管理終了時に、原則として現状に復すること。 

 (4) 広告事業に要する経費は、全て指定管理者が負担すること。 

 

３ 監査 

  愛媛県監査委員等が県の事務を監査するに当たり、必要に応じ指定管理者に対し、実

地に調査し、又は必要な記録の提出を求める場合がある。 

 

４ 指定管理業務期間の前に行う業務 

 (1) 協定項目についての県との協議 

 (2) 利用料金等の設定 

 (3) 配置する職員等の確保、職員研修 

 (4) 業務等に関する各種規程の作成、協議 

 (5) 保険の加入、業務の実施に必要な許可等 

(6) 現在の指定管理者からの業務引継ぎ 

 

５ リスクの分担及び保険への加入 

 センターの管理運営に関する基本的なリスクの分担に対する考え方は、次のとおりと

し、指定管理者は、これらに基づく自らのリスクに対して、適切な範囲で保険等に加入す

ること。 

 なお、火災保険については、県が加入する。 

項目 内容 
負担者 

県 指定管理者 

物 価 等

の 変 動 

人件費、物品費、光熱費等の変動に伴

う経費の増加 
 ○ 

不可抗力（自然災害等をいう。以下同

じ。）による経費の増加 
△ △ 

需 要 の

変 動 

利用者の減少等（不可抗力によるも

のを除く。） 
 ○ 

上記のうち、不可抗力による利用者

の減少等 
△ △ 

資 金 調

達 等 
運営上必要な初期投資、資金の確保等  ○ 

運 営 に

伴 う も

の 

不可抗力による臨時休館等 △ △ 

施設等の管理上の瑕疵に係る臨時休

館等 
 ○ 
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改修、修繕、保守点検等による施設等

の一部利用停止 
 ○ 

（一部協議事項） 

施 設 等

の 損 傷 

不可抗力によるもの △ △ 

施設等の管理上の瑕疵に係るもの  ○ 

利 用 者

等 へ の

損 害 賠

償 

施設等の管理上の瑕疵に係るもの  ○ 

上記以外のもの △ △ 

（△…県と指定管理者の協議事項） 

 

６ リース（レンタル）契約等の引継ぎ 

 (1)  生涯学習情報提供システム等 

 生涯学習情報提供システム等は、現指定管理者が下記の内容で令和６年 3 月 31 日

までレンタル契約を結んでいる。次期指定管理期間では現行システムを引き継いで契

約する必要はないが、指定管理者の負担と責任において、システム及び機器等の更新

を行うものとする。 

区 分 機 種 台数 金額（年額） 契約期間 

生涯学習情報サー

バー・貸館管理シス

テムサーバー・えひ

め近代建築データ

ベースサーバー 

サーバー一式レンタル費（さく

らインターネット）、生涯学習情

報システムのプログラム＆DB保

守管理費/貸館管理システムの

プログラム＆DB 保守管理費/え

ひめ近代建築データベースの

プログラム＆DB保守管理費 

一式 1,386,000 円 

 

R5.4.1～R6.3.31 

（現行契約期間） 

 

 

 (2)  パソコン演習室 

 パソコン演習室のパソコン機器類は、現指定管理者が別記２の内容で令和６年 3 月

31 日までレンタル契約を結んでいる。次期指定管理期間では現行機器を引き継いで契

約する必要はないが、指定管理者の負担と責任において、別記２と同水準の能力を有

す機器及びソフトウェアの更新を行うものとする。 

区 分 機 種 台数 金額（年額） 契約期間 

管理用サーバー 

講師用パソコン 

受講者用パソコン 

別記2参照 別記２

参照 

858,000 円 

 

R5.4.1～R6.3.31 

（現行契約期間） 

 

 

７ その他 

 電話、ファックス、プリンタ及びコピー機は、指定管理者が設置（保守点検を含む。）

するものを駐在職員も利用し、電話料（基本料金及び使用料金）を除き、その経費は指定

管理者が負担するものとする。 

 また、駐在職員の事務に係る光熱水費も指定管理者が負担するものとする。 
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第 10 モニタリング 

県は、施設の管理運営業務に関するモニタリングを次のとおり実施する。なお、詳細に

ついては、県と指定管理者で締結する協定で定める。 

 

１ モニタリングの方法 

 (1) 定期モニタリング 

県は、指定管理者から提出された月次報告書、年次報告書その他報告等により、指定

管理者の業務の実施状況が、県の要求基準を満たし、適正かつ確実なサービスが提供

されているかについて、モニタリングを実施する。 

(2) 現地確認 

県は、必要に応じて、施設の維持管理や経理状況等に関し、指定管理者に報告を求め

るほか、年１回以上、現地において施設の管理運営状況を確認するものとする。 

(3) モニタリング結果の公表 

   県は、毎年度終了後、指定管理者からの年次報告書等を踏まえ、利用者数や利用料金

収入の実績等について、その確認結果を県ホームページで公表する。 

 

２ 業務不履行時の処理 

(1) 改善の指示 

  管理運営業務が業務要求基準を満たしていない場合、又は利用者が施設を利用する

上で明らかに利便性を欠く場合、県は、指定管理者に対して、改善の指示を行うことが

できる。 

(2) 業務の停止 

  県は、指定管理者が指示に従わないときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて

管理の業務の停止を命ずることができる。 
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別記１ 

センターの事業の実施に関する業務基準表 

 

業務 項目 業務内容 仕様・条件等 その他留意事項 

学習情報

の収集及

び提供並

びに学習

相談に関

する業務 

学習相談 来館、電話、ファック

ス、電子メール等に

よる生涯学習に関す

る相談に応じる。 

・相談時間：開館時間 

・月別の相談件数の記録を作成する。 

県民の疑問や不安等

に適切なアドバイス

ができる学習相談体

制を整備すること。 

生涯学習関

連施設、指

導者、学習

団体及び生

涯学習関係

事業等の学

習情報に関

する資料の

収集・提供 

生涯学習情報提供シ

ステムの運営 

（システムの更新・

入力） 

 

・イベント・講座情報の登録 

・施設・機関情報の登録 

・指導者情報（えひめマナビィ人材データバン

ク）の登録 

 

・「愛媛県生涯学習情

報提供システム管理

運営要綱」に基づい

て実施すること。 

・同システムにより、

県民の学習活動を助

長・促進するため、県

内の生涯学習機関と

の連携により、生涯

学習に関する各種の

情報を収集・蓄積し、

インターネットを活

用して広く県民に情

報を提供する。 

学び舎えひめ悠々大

学の運営 

・ホームページの運営 

・奨励賞（ブロンズ・シルバー・ゴールド・ダ

イヤモンド）の授与 

・実施機関の拡大及び指導の実施 

・パンフレット等による広報啓発 

・学習成果を生かした活動の支援 

・奨励賞の受賞者を対象とした指導方法に

関する特別講座の開設（奨励賞授与時に

随時） 

・奨励賞の受賞者の生涯学習講座におけ

る講師としての活用      など 

・「学び舎えひめ悠々

大学運営事業実施要

綱」及び「学び舎えひ

め悠々大学運営要

領」に基づいて実施

すること。 生涯学習

の指導者

の養成に

関する業

務 

指導者や講

師としての

活動を行う

ための支援 

社会教育関係団体と

の連携・調整 

・生涯学習関連団体室等に入居している社会教

育関係団体等と連携・調整を図り、それらの大

会等を支援する。 

 

入居団体（R5.4.1現在） 

・愛媛県公民館連合会 

・愛媛県ＰＴＡ連合会 

・日本ボーイスカウト愛媛県連盟  

・愛媛県レクリエーション協会 

・えひめ子どもチャレンジ支援機構 

・愛媛県連合婦人会 
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生涯学習

に関する

学習機会

の提供に

関する業

務 

生涯学習講

座の開設 

①コミュニティ・カ

レッジ（共通事項） 

・大学等の研究者や高度な知識、技術を持つ専

門家等を講師として招き、総合的・体系的な講

座を開設する。 

・講座の会場は生涯学習センターに限らず、東

予・南予でも実施すること。 

・テーマごとに全ての回に出席した受講者を対

象に修了認定を行い、テーマごとの受講者数、

修了率等の統計を作成する。 

 

・愛媛県総合科学博

物館（新居浜市）及び

愛媛県歴史文化博物

館（西予市）において

講座を実施する場

合、施設利用料金は

免除される。 

 県の委託事業 ・講座は原則無料とする。（資料代相当額及び

現地学習の際の入館料等は徴収可） 

ア 愛媛地域学を普及し、郷土への理解を育

む講座 

（ふるさとおもしろ講座、愛媛の風土・文化

財講座 等） 

イ 県が施策として推進している社会の形成

に役立つ講座 

（環境講座、ボランティア講座、くらしの安

全・安心講座 等） 

ウ 複雑化する現代社会の諸問題を解決する

ための講座 

（現代社会講座、自然・科学講座、国際理解

講座 等） 

エ 市町等では実施できない高度で体系的な

講座 

（文学・歴史講座 等） 

・年間35テーマ程度実施し、内容は偏りのない

ものとする。（ただし、上のアからエのテーマを

それぞれ1テーマ以上含むこと） 

・１テーマあたり標準時間数 ９時間～12時間

程度 

・定員 各講座、原則60名以上 

・同一内容の講座を会場を変えて実施すること

ができる。（東・中・南予で実施した場合は３講

座実施としてカウントする） 

 

・他機関・団体との共

催によるものも指定

管理者が主として実

施するものは、含め

ることができるが、

「②ＮＰＯ等との協

働事業」は除くこと

とする。 

 

 

指定管理者の

自主事業 

・委託事業分とは別に、一般の貸館利用を妨げ

ない範囲において、指定管理者の企画・立案に

よる講座を実施することができる。 

・受講料、講座時間数及び定員は指定管理者が

設定し、受講料は指定管理者の収入とする。 
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②ＮＰＯ等との協働

事業 

・受講料はＮＰＯ等が設定し、ＮＰＯ等の収入

とする。 

・ＮＰＯ等から提案があった企画の内、原則、

年間20講座程度を実施すること。 

実施日時等について

は可能な限りＮＰＯ

等の希望を考慮する

こと。 

図書室の運

営 

図書室の利用機会の

提供業務 

・図書室の運営 

・蔵書点検の実施（年１回以上） 

 

生涯学習

機会の提

供 

施設の有効利用や利

用促進のための自主

企画事業 

・センターの設置目的に則した事業内容である

こと。 

・委託業務を妨げない範囲において、指定管理

者の企画・立案によるイベント等を実施するこ

とができる。 

・事業に参加する者から徴収する料金を設定す

ることができ、この場合は、指定管理者の収入

とする。 

・県と協議の上、実施

すること。 

（ただし、無料で小

規模の事業は除く） 

県事業へ

の協力 

県及び県所管施設が

実施する生涯学習事

業に協力する。 

・生涯学習“夢”まつりの運営 

・巡回展、イベント等の運営 

・広報等への協力 

・その他生涯学習に資する学習機会を提供する

事業への協力 

 

愛媛人物

博物館の

運営（学芸

業務を除

く。）に関

する業務 

愛媛人物博

物館の運営

（学芸業務

を除く。） 

受付・案内業務 ・来館者の受付・案内 県の駐在職員と連携

して行うこと。 広報業務 ・ホームページへの掲載 

・リーフレット類の作成 

資料整理補助業務 ・県の駐在職員が行う資料整理の補助と整理に

使う資材の費用の負担 

・補修の必要な資料の補修費用の負担（軽微な

ものに限る） 

企画展示 

常設展示 

・企画展示は、県の駐在職員と協議の上、年１

回以上実施すること。 

・観覧料は無料とし、費用は指定管理者が負担

すること。 

・常設展示の展示替え及び展示資料の拡充は、

県と協議の上、実施すること。 

・その際の費用は指定管理者が負担すること。 

関連事業 ・講座、展示見学会等の実施 

他施設と

の連携及

び自主事

業の実施 

展示及び関連事業 ・人物博物館の利用促進のため、他施設・団体

との連携・共催事業を実施することができる。 

・自主事業としての企画展、関連事業を実施す

ることができる。 

・委託業務を妨げない範囲において、指定管理

者の企画・立案によるイベント等を実施するこ

とができる。 

・事業に参加する者から徴収する料金を設定す

・県と協議の上、実施

すること。 

（ただし、無料で小

規模の事業は除く） 
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ることができ、この場合は、指定管理者の収入

とする。 

児童生徒

への学習

相談と利

用促進 

利用促進 

学習支援 

・ふるさと学習を通じた人物博物館の利用促進 

・愛媛の偉人に関する学習支援 

 

県の駐在職員と連携

して行うこと。 

その他必

要な業務 

県事業への

協力 

県が行う事業に協力

する。 

・駐在職員が行う事業のホームページ掲載 

・小中学校ふるさと学習作品展に係る協力 
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愛媛県生涯学習情報提供システム管理運営要綱（案） 
 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、愛媛県生涯学習情報提供システム（以下「情報提供システム」とい

う。）の管理及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 情報提供システムは、県民の高度化かつ多様化する学習ニーズに対応するため、

県内を中心とした生涯学習情報を総合的かつ効果的に提供し、県民の学習活動の活発

化を図ることを目的とする。 

 （用語の定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 情報提供システム 前条の目的のため、愛媛県生涯学習センター（以下「センタ

ー」という。）が運用管理を行うもので、ネットワーク、サーバ及び端末機その他の

周辺機器並びにソフトウェアで構成するシステムをいう。 

(2)  利用 インターネットを通じ、情報提供システムが提供する学習情報を閲覧する

ことをいう。 

 (3) 利用者 生涯学習を目的とし、情報提供システムを利用する者をいう。 

 (4) 登録者 利用者に対し、情報提供システムを用いて第４条第１項第１号から第３

号及び第６号に掲げる情報を提供する者をいう。 

 (5) システム管理者 情報提供システムの管理及び運営を行う者で、センター所長を

いう。 

 (6) システム担当者 情報提供システムの運営を行う者で、センター及びまなび推進

課の職員をいう。 

 (7) 学び舎えひめ悠々大学（以下「学び舎えひめ」という。） 県内の生涯学習に係る

団体等の連携を図り、生涯学習の機会とその情報を体系的に県民に提供し、その学

習成果を評価するとともに、学習成果を生かした活動を支援する事業をいう。 

 (8) えひめマナビィ人材データバンク 情報提供システム内に設置する生涯学習の指

導者に関する情報のデータバンクをいう。 

(9) データベース「えひめの記憶」 情報提供システム内に設置する地域学に関する

情報のデータベースをいう。 

 (10) データベース「えひめ近代建築」 情報提供システム内に設置する愛媛県の近代

建築に関する情報のデータベースをいう。 

  （生涯学習情報の内容） 

第４条 情報提供システムにおいて提供する情報は、次の各号に掲げるものとし、その

内容については別表１のとおりとする。 

 (1)イベント・講座に関する情報（キャリア開発を含む） 

 (2)施設・機関に関する情報 

 (3)学び舎えひめ関連講座 

 (4)指導者に関する情報（えひめマナビィ人材データバンク） 

  (5)地域学に関する情報（データベース「えひめの記憶」） 

(6)愛媛県の近代建築に関する情報（データベース「えひめ近代建築」） 

２ 前項各号に定める情報のうち、次の各号に該当する情報は提供しないこととする。 

(1) 政治的活動に関する情報 

(2) 宗教的活動に関する情報 

(3) 法令又は公序良俗に反し、又は反するおそれのある情報 

(4) その他システム管理者が不適当と認めた情報 

 （情報収集の方法） 
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第５条 情報提供システムに集積する情報は、次のとおりとする。 

(1) センターが収集した情報 

(2) 登録者が情報提供システムに登録した情報 

(3) 登録者の申請によりシステム管理者が認めた情報 

(4) プログラムによって教育関係機関のホームページから自動収集した情報 

(5)その他利用者から寄せられた情報等で、情報提供システムの目的に合致するとシス

テム管理者が認めたもの 

 （登録者の条件） 

第６条 登録者の条件は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 国、地方公共団体及びその他公共団体 

(2) 学び舎えひめの実施機関として登録許可されたもの 

(3) 民間教育機関又は法人等の団体で、次の各号のいずれかに該当するもの 

  ア 学校法人 

イ 専修学校 

ウ 各種学校 

エ 次の要件に該当する法人 

(ｱ) 政治的、宗教的な活動を行っていない者 

(ｲ) 当該法人又は設立母体となった教育関係機関が、５年以上継続して活動して

いる者 

(ｳ) 受講者数が 30人以上の講座を開講している者 

オ その他システム管理者が承認した者 

 （登録者の責務） 

第 7条 登録者は、次の各号に掲げる責務を有するものとする。 

 (1) イベント・講座情報又は学び舎えひめの講座情報を継続的に提供・更新すること 

 (2) 登録・提供する講座情報に責任をもつこと 

 (3) 連絡先を愛媛県内に設置すること 

 (4) インターネットを利用してウェブ上での講座情報の登録・更新を行うこと 

 (5) 連絡手段として、E-mail アドレスを持つこと 

 （生涯学習情報の登録・更新・削除） 

第８条 生涯学習情報の収集及び登録の方法については別表２のとおりとする。 

２ システム管理者は、国、地方公共団体、その他公共団体又は生涯学習情報を提供する

機関等と連携をとり、生涯学習情報の充実・更新に努めなければならない。 

３ 登録者はオンラインで情報提供システムに登録した情報の内容について責任を負う

ものとする。 

４ システム管理者は、登録者が登録・更新した情報について、登録後概ね７開所日以内

に一般へ公開することとする。 

５ システム管理者は、前項の規定により情報を公開できなかった場合でも、利用者、登

録者又は第三者が被った損害について責任を負わないものとする。 

６ システム管理者は、登録者の死亡その他の理由により、提供されている生涯学習情

報の更新が見込めず、その内容が事実と相違するに至ったと認められるときは、当該

登録者の登録情報を修正し、又は取り消すことができる。 

 （情報登録許可申請等の手続き等） 

第９条 情報提供システムに新たに情報を提供しようとする者は、システム管理者が定

める場合を除き、情報登録許可申請書（様式第１号）をシステム管理者に提出しなけれ

ばならない。 

２ システム管理者は、前項の申請が適当と認められるときは、申請者に対して登録許

可番号（以下「ID」という。）、暗証番号（以下「パスワード」という。）その他必要と

認められる事項を記載した情報登録承認書（様式第２号）を交付する。 
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３ 前項の情報登録承認書の交付を受けた登録者は、承認を受けた事項を変更しようと

するときは、情報登録許可変更届（様式第３号）を提出しなければならない。 

４ 登録者が情報提供システムへの登録を廃止しようとするときは、情報登録廃止届（様

式第４号）を提出しなければならない。 

５ ID 及びパスワードの管理に必要な事項は、システム管理者が定める。 

６ 登録者が第 15条の規定に違反したときは、システム管理者は、当該登録者の情報提

供システムの利用を中止させ、又は登録許可を取り消すことができる。 

７ システム管理者は、登録者が機構改革等の理由によりその名称を変更し、又は消滅

したときは、当該登録者の登録情報を修正、又は取り消すことができる。 

 （えひめマナビィ人材データバンクの利用） 

第 10条 えひめマナビィ人材データバンクの利用に関する規定は、システム管理者が定

める。 

 （情報提供システムの運用時間） 

第 11 条 情報提供システムの運用時間は、原則として 24 時間とする。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、システム管理者は、事前に利用者又は登録者に通知

することなく運用を停止することができる。 

(1) 機器等の保守を行う場合 

(2) 火災、天災、停電等により情報提供システムの運用ができなくなった場合 

(3) 第 15条で禁止する行為があった場合 

(4) システム管理者が必要と認める場合 

２ システム管理者は、情報提供システムが提供する情報の遅延又は中断等により利用

者、登録者又は他の第三者が被った損害について責任を負わないものとする。 

 （職員等の遵守事項） 

第 12条 システム管理者は、愛媛県情報セキュリティポリシーを遵守し、情報提供シス

テムが所管する情報資産のセキュリティ対策を行う上で必要となる基本的な基準を定

めるとともに、システム管理者及びシステム担当者はこれを遵守するものとする。 

 （個人情報の取扱い） 

第 13 条 システム管理者、システム担当者及び利用者は、「個人情報の保護に関する法

律（平成 15年法律第 57号）」その他関係法規に基づき、個人に関する情報を十分配慮

して取り扱わなければならない。 

 （利用料） 

第 14条 情報提供システムの利用及び登録は無料とする。ただし、利用又は登録に必要

な機器に関する費用及び情報提供システムへの接続に要する通信費用等は、利用者又

は登録者が負担する。 

 （禁止事項） 

第 15 条 情報提供システムの利用又は登録に際しては、次の行為を行ってはならない。 

(1) 個人情報の不正取得行為 

(2) 法令又は公序良俗に反し、又は反するおそれのある行為 

(3) 政治的及び宗教的宣伝活動又はこれに類する行為 

  (4) 他の利用者、登録者若しくは第三者の権利若しくはプライバシーを侵害し又は名

誉を毀損する行為 

  (5) 情報提供システムが提供する情報の改ざん行為 

  (6) 情報提供システムへの侵入を目的とする行為 

  (7) 情報提供システムの目的に反する行為 

  (8) 情報提供システムの運営に支障をきたし、又は信用を失ついさせる行為 

  (9) 第三者に不利益又は損害を与えるおそれのある行為 

  (10) ID 及びパスワードを第三者に貸与又は譲渡する行為 

  (11) ID 及びパスワードを不正に使用する行為 
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 (12) コンピューターウィルス等有害プログラムの配布行為 

  (13) その他システム管理者が不適当と認める行為 

 （情報の削除） 

第 16条 システム管理者は、登録者から提供される情報が、前条に禁止する事項に該当

すると判断したときには、事前に利用者又は登録者に通知することなく、情報提供シ

ステムが提供する情報から削除することができる。 

 （情報の内容の保証） 

第 17条 システム管理者は、提供する情報について、その完全性、正確性、適用性、有

用性、便宜性等いかなる保証も行わないものとする。情報システムで提供される情報

については、利用者は、その判断と責任において利用するものとする。 

 （損害賠償責任） 

第 18条 利用者及び登録者は、情報提供システムの利用又は情報の登録に際し、その責

に帰すべき理由によりシステム管理者、利用者、登録者又は第三者に損害を与えたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

 （補則） 

第 19条 この要綱に定めるもののほか、情報提供システムの管理運営に関して必要な事

項は、知事の承認を受け、システム管理者が定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表１（第４条関係） 生涯学習情報の内容 

情報の種類 内 容 及び 項 目 更新周期 

イベント・講座 

（キャリア開発 

を含む） 

県民の学習活動、資格取得を促進し援助する、イベン

ト、学級、講座、講演会等に関する情報 

名称、分類、主催者、開催日時、開催場所、 

対象者等、料金、申込方法、申込期間、内容、 

取得をめざす資格等 

随 時 

施設・機関 生涯学習に関連する施設に関する情報 

 名称、分類、設置者、施設・機関紹介、所在地、 

電話番号、駐車場、交通案内、料金、休日案内、 

利用時間、事業紹介、設備概要等 

 

１ 年 

学び舎えひめ関

連講座 

学び舎えひめの講座情報 

名称、分類、主催者、開催日時、開催場所、 

対象者等、料金、申込方法、申込期間、内容等 

 

随 時 

指導者（えひめ

マナビィ人材デ

ータバンク） 

講座等の指導者、講演会等の講師に関する情報 

氏名、性別、住所、生年、指導領域、現職、 

経歴等  

 

１ 年 

地域学（データ 

ベース「えひめ 

の記憶」） 

 

地域学に関する情報 

 愛媛県史、市町村誌（史）、「ふるさと愛媛学」 

 調査研究報告書、地域学習・ふるさと学習に 

 関する教材（地域素材）等 

随 時 

 

愛媛県の近代建

築(データベー

ス「えひめ近代

建築」) 

えひめ近代建築に関する情報 随 時 
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別表２（第８条関係） 生涯学習情報の収集範囲と登録方法 

情報の種類 収 集 範 囲 登録方法 

イベント・講座 

（キャリア開発

を含む） 

○国、地方公共団体及びその他公共

団体又はその他生涯学習情報を提

供する各機関・団体等が実施して

いるイベント、講座、学級等で継

続的に行われている学習事業につ

いての情報とする。 

○国、地方公共団体及びその他公共

団体又はその他生涯学習情報を提

供する各機関・団体等が開催し、

県民が自由に参加できる講演会、

大会、まつり、シンポジウム、発

表会等に関する情報とする。 

１ 登録者がオンラインで

直接登録、修正及び削除

する。 

２ １により難い場合は、

システム管理者が登録、

修正及び削除する。 

施設・機関 ○国、地方公共団体及びその他公共

団体が設置する生涯学習に関する

施設とする。 

○民間に係る施設については、広く

県民の見学や利用に供されている

もの（有料も含む。）とする。 

１ 登録者がオンラインで

直接登録、修正及び削除

する。 

２ １により難い場合は、

システム管理者が登録、

修正及び削除する。 

学び舎えひめ 

関連講座 

○学び舎えひめの実施機関等が行う

講座情報とする。 

○学習成果を活用することを支援す

る情報とする。 

１ 登録者がオンラインで

直接登録、修正及び削除

する。 

２ １により難い場合は、

システム管理者が登録、

修正及び削除する。 

指導者（えひめ

マナビィ人材デ

ータバンク） 

○インターネットを中心に募集した

登録希望者。（生涯学習関係機関か

らの他薦でかつ本人の承認が得ら

れた者も含む。） 

１ 登録者がオンラインで

登録、修正及び削除申請

をする。 

２ １をシステム管理者が

承認し、登録、修正及び削

除する。 

地域学（データ

ベース「えひめ

の記憶」） 

○県が発行している地域学（ふるさ

と愛媛学）に関する成果物と県史

及び、各市町（旧市町村）が発行

した市町村誌（史）とする。 

○地域学習やふるさと学習で活用で

きる地域素材とする。 

１ システム担当者がオン

ラインで直接登録、修正

及び削除する。 

２ １により難い場合は、

システム管理者が登録、

修正及び削除する。 

愛媛県の近代建

築(データベー

ス「えひめ近代

建築」) 

○愛媛県内に所在する近代建築に関

する情報とする。 

１ システム担当者がオン

ラインで直接登録、修正

及び削除する。 

２ １により難い場合は、

システム管理者が登録、

修正及び削除する。 

（注１）登録するイベント・講座（キャリア開発を含む）は、一般県民を対象とした事業

で、かつ県内で実施される事業とする。ただし、県外で実施される事業であっても

国、地方公共団体及びその他公共団体が実施し、一般県民の参加が見込まれるも

のについては登録するものとする。  
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（注２）登録者が、システム管理者の承認を得て、イベント・講座情報及び施設・機関情

報の登録をシステム管理者に依頼する場合は、様式１及び様式２に基づくものと

し、文書、電子データ又は E-mail で通知するものとする。 



 29

地域学に関する情報の公開 

「えひめの記憶」編さん活動について 

 

１ 概要 

  県では、地域学に関する情報を広く県民に提供するため、「ふるさと愛媛学」普及推進

事業の一つとして、「えひめの記憶」編さん活動に取り組んでいる。 

  「えひめの記憶」編さん活動では、「ふるさと愛媛学」調査研究報告書や『愛媛県史』、

市町村誌（史）のほか、地域素材等、地域学に関する資料を順次デジタル化し、検索によ

って必要な情報を入手できるデータベースシステムを構築し、県生涯学習センターホーム

ページ上の「生涯学習情報システム」で公開している。 

 

２ 経緯 
  平成 21 年度から、県生涯学習センターホームページ上の「生涯学習情報システム」で
公開している地域学の情報提供システムの名称、内容等は、以下のとおりである。 

事業年度 平成 21年度、22年度 平成 23年度～ 

事業名 えひめ地域学調査研究普及推進事業 「ふるさと愛媛学」普及推進事業 

データベース 
の名称 

データベース「えひめ地域学百科」 データベース「えひめの記憶」 

 
データベース 
の内容 

調査研究報告書等（手引き、セミナー
集録を含む） 

 

調査研究報告書等 
愛媛県史、市町村誌（史） 
その他（地域素材等） 

 
３ 手順 

調査研究報告書 愛媛県史 市町村誌（史） その他（地域素材
等） 

年度ごとに刊行す
る報告書本文等を
デジタル化 
 

【県が実施】 

平成 23 年度から県
史本文編 26 冊をデ
ジタル化 
 
【県が実施済み】 

県から市町に呼び
かけ、管内の市町村
誌の本文等をデジ
タル化  

【市町が実施】 

教材として活用で
きる資料を収集し
デジタル化 
 

【県が実施】 

 

デジタルデータ検索のための分類作業（データベース化） 
【県が実施】 

 

県生涯学習センターホームページ「生涯学習情報システム」で公開 
【指定管理者が公開】 

 
４ 実績と計画 

 調査研究報告書等 愛媛県史 市町村誌
（史） 

その他（地域素材等） 

21 年度 
～ 

22 年度 

報告書    20 冊 
手引き     1 冊 
セミナー集録  7 冊 

 

 
  

23 年度 
～ 

29 年度 
報告書  13 冊 本文編 26冊 

 
     8 冊 

地域学習・ふるさ

と学習に関する教

材（地域素材）等 

を随時掲載 
30 年度～ 報告書 年 2冊 

 市町からの依頼

により随時掲載 
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学び舎えひめ悠々大学運営事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 「学び、伝え、共に創る生涯学習えひめ」を築くことを目的として、生涯学習に

関する活動及び講座の開設等を行う愛媛県内の団体又は機関（以下「団体等」という。）

の連携を図り、生涯学習の機会や情報を総合的、体系的に県民に提供することによっ

て生涯学習を推進し、学習成果を評価するとともに学習成果を生かした活動を奨励支

援する事業として、学び舎えひめ悠々大学（以下「学び舎えひめ」という。）を運営す

る。 

（事業） 

第２条 学び舎えひめは、次に掲げる事業を行う。 

（１）生涯学習の情報及び学習機会の提供に関すること。 

（２）生涯学習の成果の評価に関すること。 

（３）生涯学習の成果の活用の支援に関すること。 

（実施機関） 

第３条 学び舎えひめの実施機関は、別に定めるところにより登録された団体等とする。 

（入学資格等） 

第４条 学び舎えひめに入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１）県内に居住する者 

（２）県外に居住し、県内に所在する事業所又は学校等に通勤又は通学している者 

（学長） 

第５条 学び舎えひめに学長を置く。 

２ 学長は、学び舎えひめを代表する。 

３ 学長は、知事が委嘱する。 

（事務局） 

第６条 学び舎えひめの事務を処理するため、愛媛県生涯学習センター内に事務局を置

く。 

２ 事務局に事務局長を置き、愛媛県生涯学習センター所長の職にある者をもって充て

る。 

（協議会） 

第７条 運営に関し協議させるため必要があるときは、別に定めるところにより、学び

舎えひめに協議会を置くことができる。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、学び舎えひめに関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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学び舎えひめ悠々大学運営要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、学び舎えひめ悠々大学運営事業実施要綱第８条の規定に基づき、

学び舎えひめ悠々大学（以下「学び舎えひめ」という。）の運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（実施機関の要件） 

第２条 実施機関は、次のいずれかに該当する団体及び機関であって、次条に規定する

学び舎えひめの対象となる講座（以下「対象講座」という。）を開講しようとするもの

とする。 

（１）国又は地方公共団体 

（２）国又は地方公共団体の所管に属する機関 

（３）法人その他の団体で事務局長が適当と認めたもの 

２ 実施機関として参加を希望するものは、学び舎えひめ実施機関として登録を受けな

ければならない。 

３ 実施機関が、登録内容を変更しようとするとき、登録を廃止しようとするとき又は

登録要件を満たさなくなったときは、事務局長に届け出なければならない。 

（対象講座の要件） 

第３条 対象講座は、別表第１に掲げる学習内容及び分野を対象とするものとする。た

だし、次に掲げるものを内容とすることはできない。 

（１）学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第１条に定める学校において、児童、生徒、

学生及び幼児に対して行われる教育 

（２）専修学校、各種学校その他学校教育に類する教育 

（３）職場研修等対象を著しく限定したもの 

（４）職業訓練を目的としたもの 

（５）その他事務局長が不適当と認めたもの 

（愛媛県生涯学習情報提供システムによる提供） 

第４条 実施機関及び対象講座に関する登録情報その他学び舎えひめの参加に必要な情

報は、愛媛県生涯学習情報提供システム（以下「情報提供システム」）によって提供す

るものとする。 

（単位の認定） 

第５条 対象講座の受講者に対する単位の認定は、当該者からの申請により、実施機関

が、受講状況を確認して行う。 

２ 学習した知識や技術を地域や社会に還元する活動（以下「学習成果を生かした活動」

という。）を行った者に対する単位の認定は、当該活動の状況により、当該者が行う。 

 （表彰） 

第６条 学長は、対象講座の受講者及び学習成果を生かした活動を行った者の申請によ

り、取得単位数に応じて奨励賞を授与する。 

２ 奨励賞の名称、取得単位の種類及び必要単位数は、別表第２のとおりとする。 

３ 奨励賞の受賞者については、本人の承諾を得た上で、その氏名等を情報提供システ

ムにより公開する。 

（対象講座の運営） 

第７条 実施機関は、対象講座の運営に当たって、次に掲げる業務に取り組まなければ

ならない。 

（１）募集案内等に対象講座である旨を明記し、受講者に学び舎えひめの仕組みを説明

すること。 

（２）学習相談に応じること。 

（３）学習成果を生かした活動を行おうとする者に対し、活動の機会や場所を提供する
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よう努めること。 

（４）連絡担当者の設置、受講者数の報告その他学び舎えひめの円滑な運営に必要な事

項 

２ 実施機関は、個人情報を収集する際はその目的を明確に示して直接受講者から収集

することとし、収集した個人情報の管理についても目的外の利用、提出等がないよう

特別の注意を払わなければならない。 

（補則） 

第８条 この要領に定めるもののほか、学び舎えひめに関し必要な事項は、事務局長が

定める。 

附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

別表第１（第３条関係） 

学習内容 分     野 

愛媛に関する学習（郷土愛媛を

知り、見直し、そして新しい愛媛

を創ることを目的とした学習を

いう。） 

愛媛の文学 愛媛の歴史 愛媛の自然  

愛媛の工芸 愛媛のくらし 愛媛の人物 四

国遍路 愛媛の今・未来 

現代的課題に関する学習（急激

に変化する社会環境の中で、心

豊かな人生を送ったり、活力あ

る豊かな社会を築いたりするこ

とを目的とした学習をいう。） 

国際理解・国際交流 環境問題・自然保護 福

祉問題 保健・医療・健康 人権問題 育児・

家庭教育 青少年の健全育成  

ボランティア活動 交通安全・防災  

男女共同参画社会づくり 情報化社会  

社会生活 

別表第２（第６条関係） 

奨励賞の名称 取得単位の種類 必要単位数 

ブロンズ賞 対象講座の受講によって取得した単位 50 

シルバー賞 100 

ゴールド賞 200 

ダイヤモンド賞 対象講座の受講によって取得した単位 200 

学習成果を生かした活動を行ったことによっ

て取得した単位 

100 
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パソコン演習室の整備機器一覧 

 

 種類 数量 仕様 備考 

1 
管理用 

サーバ 
１式 

ハード 

CPU Xeon ﾌﾟﾛｾｯｻ E-2314 2.80GHz  

メモリ 16GB  

ＨＤＤ 1TGB 以上 RAID1  

ＯＳ WindowsServer2019 

Standard 

 

モニタ 19 型液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ  

ソフト 

 SKYMENU Pro 2021  

 Windows Server Device CAL  

 ｳｨﾙｽﾊﾞｽﾀｰｺｰﾎﾟﾚｰﾄｴﾃﾞｼｮﾝ  

2 
講師用 

パソコン 
１式 

ハード 

CPU Core i5-10500 3.10-4.50GHz  

メモリ 8GB  

ＳＤＤ 512GB  

ＯＳ Windows 11 Pro  

モニタ 17 型以上液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ×2  

ソフト 

 SKYMENU Pro 2021  

 Office 2021 Standard  

 ｳｨﾙｽﾊﾞｽﾀｰｺｰﾎﾟﾚｰﾄｴﾃﾞｼｮﾝ  

3 
受講者用 

パソコン 
20 式 

ハード 

CPU Core i5-10500 3.10-4.50GHz  

メモリ 8GB  

ＳＤＤ 512GB  

ＯＳ Windows 11 Pro  

モニタ 17 型以上液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ  

ソフト 

 SKYMENU Pro 2021  

 Office 2021 Standard  

 ｳｨﾙｽﾊﾞｽﾀｰｺｰﾎﾟﾚｰﾄｴﾃﾞｼｮﾝ  

4 プリンタ 11 式 講師用 A3対応(1式)スキャン機能有り 

講師用 A4対応(10 式)スキャン機能有り 

 

※この仕様を最低限として、令和５年３月末現在の本一覧表と同水準の能力を有

す令和６年４月以降に稼働できる機器及びソフトウェアを設置すること。 

 



別記３

管理の内容 実施頻度
保守点検業務

全館共通 保守点検 年５回
・外観、異音確認
・電気回路絶縁測定

・気密状態等確認
・フィルター清掃点検 年３回
・圧縮機作動点検
・自動制御設備の端子増
締、コネクター・プログラム
等の確認、発停・故障・警
報の動作確認等
・地下タンク気密検査 年２回
・冷却塔薬剤投入
・レジオネラ菌検査
・冷温水温度測定
・試運転

など

事務室監視盤 1 年４回
自動制御盤 15
本体タンク
容量18,000㍑

1

サービスタンク
容量950㍑

1

年２回

24

4 年１回
年２回

3

中央監視室
冷房能力：56,000kｃａｌ／ｈ
暖房能力：60,000kｃａｌ／ｈ

2

収蔵庫（人物博物館地階） 1
6 年１回

空気調和機 年２回

リハーサル室 1
会議室 2
利用者事務室 1
楽屋（1、２、３） 3
調光室 1
音響室 1
映写室 1
調光ユニット室（冷房専用） 2

7 年１回
アトリウム 空気調和機 全風量：49,000ｍ3／ｈ 1 年２回
ばい煙測定 冷温水発生機2基のばい煙測定 大気汚染防止法第２条、第１６条年２回

同施行規則第１５条

愛媛県生涯学習センターの維持管理に関する業務基準表

業務名 対象設備・対象業務 規格等 数量 法定
業務基準

空調設備
冷温水発生機 吸収式(REDALー025H)

冷却能力：844ｋｗ／h
加熱能力：602ｋｗ／h
燃料：１種１号Ａ重油

2

口径：125×100ｍｍ
吐出量：2.42ｍ3／分
全揚程：40.0ｍ

2

オイルギヤポンプ 口径：25ｍｍ
吐出量：50.0㍑／分

2

自動制御設備

地下オイルタンク

○

冷却塔 冷却熱量：1,500ｋｗ／h

水量：4,000㍑／分
電動機：200V　5.5ｋＷ　4
極　送風機径：1,500ｍｍ

2

冷却水ポンプ 口径：150×125ｍｍ
吐出量：4.0ｍ3／分
全揚程：25.0ｍ

2

冷温水ポンプ

年２回
（法定点

検年１回）

本館 空気調和機 ロビー・廊下等共用部分
全風量：10,800ｍ3／ｈ

1

図書室
全風量：6,050ｍ3／ｈ

1

大研修室
全風量：5,100ｍ3／ｈ

1

事務室、研修室、学習室
等

1

ファンコイルユニット
パッケージ型エアコ
ン

演劇レッスン室
冷房能力：25,000kｃａｌ／ｈ
暖房能力：31,900kｃａｌ／ｈ

1

音楽レッスン室
冷房能力：18,000kｃａｌ／ｈ
暖房能力：23,200kｃａｌ／ｈ

1

送風機
メモリアルホール 空気調和機 1階及びロビー等共用部分

全風量：9,020ｍ3／ｈ
1

2階展示室
全風量：13,800ｍ3／ｈ

1

3階展示室
全風量：15,500ｍ3／ｈ

1

舞台
全風量：28,000ｍ3／ｈ

1

ロビー
全風量：9,500ｍ3／ｈ

1

パッケージ型エアコン

ファンコイルユニット
パッケージ型エアコン休憩室

冷房能力：56,000kｃａｌ／ｈ
暖房能力：60,000kｃａｌ／ｈ

1

送風機
客席
全風量：28,800ｍ3／ｈ

1

送風機

○

県民小劇場

34



管理の内容 実施頻度
業務名 対象設備・対象業務 規格等 数量 法定

業務基準

自動火災報知設備 受信機　Ｐ型１級　70回線 1 総合点検：年１回 年２回
副受信機 1 機器点検：年１回
差動式スポット感知器 87
定温式スポット感知器 29
煙感知器 221
煙感知器（多信号型） 46
発信機 28
電鈴 29
表示灯 28
電源装置（カドニカ電池含む） 1

非常警報設備 増幅器 1
遠隔操作器 1
スピーカー 151
電源装置（カドニカ電池含む） 1

消火器具 粉末消火器 68
移動式粉末消火設備 消火剤貯蔵容器 3

加圧用ガス容器 3
クリーニング用ガス容器 3
ホースリール 3
表示灯 3

ハロン消火設備 消火剤貯蔵容器 9
容器弁開放装置 9
起動用ガス容器 7
選択弁 7
手動起動装置 7
火災感知装置（定温式スポット感知器） 42
スピーカー 7
制御盤 1
放出表示灯 18
噴射ヘッド 42
電源装置（蓄電池設備含む） 1

スプリンクラー設備 加圧送水装置 1
（閉鎖型） 圧力タンク 1

呼水装置 1
操作盤 1
送水口（双口） 1
スプリンクラーヘッド 1175
流水検知装置 8
補助散水栓箱（2号消火栓） 34
警報ブザー 13
警報表示盤 1
電源装置 1

スプリンクラー設備 加圧送水装置 1
（開放型） 圧力タンク 1

呼水装置 1
操作盤 1
送水口（双口） 1
スプリンクラーヘッド 149
流水検知装置 1
手動開放弁 10
一斉開放弁 5
警報表示盤 1
電源装置 1

ガス漏れ火災警報設備 受信機(20回線) 1
中継器 1
検知器 13
表示灯 1
電源装置（カドニカ電池含む） 1

誘導灯設備 避難口誘導灯 102
通路誘導灯 39
階段通路誘導灯 65
客席誘導灯 48

防排煙設備 連動制御盤(115回線) 1
煙感知器 7
定温式スポット感知器 1
防火戸 31
シャッター 47
シャッター警報ブザー 25
排煙口 29
防火ダンパー 17
排煙機 3
排煙機操作盤 3
電源装置 1

非常電源設備 自家発電設備 1
避難器具設備 緩降機 3

「消防用設備等の点検の
基準及び消防用設備等点
検結果報告書に添付する
点検票の様式を定める
件」（昭和50年10月16日消
防庁告示第14号）の基準
による点検

消防設備
○
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管理の内容 実施頻度
業務名 対象設備・対象業務 規格等 数量 法定

業務基準

第1・２・３研修室視聴覚設備 マスタービデオデッキ 1 外観構造点検 年１回
マスターモニターテレビ 1 ・各部品の損傷亀裂確認
映像送出装置 1 ・各接続端子増締
システムアンプ 1 ・配線箇所点検
ワイヤレスチューナーユニット 2 ・組込機器の動作試験
レクチャーテーブル 1 ・内部清掃　　など
ワイヤレスアンテナ 2 電機特性点検
ワイヤレスマイク 2 ・入力電圧確認　　など
スピーカー 8
DVDプレーヤー 1
モニターテレビ 2
OHＰ 1

第４・５研修室 視聴覚設備 カラー教材提示ビｭア 1
マスターモニターテレビ 2
映像送出装置 1
ワイドフレックスアンプ 1
ワイヤレスチューナー 1
ワイヤレスチューナーユニット 1
レクチャーテーブル 2
ワイヤレスアンテナ 2
ワイヤレスマイク 2
スピーカー 8
DVDプレーヤー 1
移動レクチャーコンソール 1
モニターテレビ 3
パッチボックス 1
OHＰ 1

パソコン演習室 視聴覚設備 マスターモニターテレビ 1
映像送出装置 1
レクチャーテーブル 1
分配機 1
インターフェース 1
変換ボックス 3
マルチスキャン 1
モニターテレビ 1

大研修室 視聴覚設備 カラー教材提示ビｭア 1
映像送出装置 1
マルチアンプ 1
ワイヤレス受信機 1
ワイヤレスチューナーユニット 2
レクチャーマイクロホン 1
リモートコントロール装置 1
レクチャーテーブル 1
電動暗幕装置 1
ワイヤレスアンテナ 2
ワイヤレスマイク 2
オーディオスピーカー 2
モニターテレビ（プラズマテレビ） 4
ＤＶＤデッキ 1
ハウリングコンプレッサー 1
ＲＧＢ切換器 1
ＲＧＢ分配器 1
アップコンバーター 1
ケーブル補償器 1
映像分配器 1
ズームレンズ 1
マルチレーザープレイヤー 1
ＯＨＰ 2

ＩTV監視カメラ装置 カメラモニターテレビ 6
カラーテレビカメラ 12
自動絞りレンズ 12
カメラ駆動部 3
映像分配器 3
シーケンシャルスイッチャｰ 6
フレームスイッチャｰ 2
タイムラプスビデオ 2
電源制御器 1

視聴覚設備等

メモリアルホール
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管理の内容 実施頻度
業務名 対象設備・対象業務 規格等 数量 法定

業務基準

非常放送整備 スピーカー 201
電源制御器 1
主入力制御ユニット 1
非常業務操作器(20局) 1
非常業業務予備電源ユニット 1
電源制御器 1
主入力制御ユニット 1
回線制御ユニット(20局) 1
ミキサーユニット 1
モニターユニット 1
主電源ユニット 1
デジタルプログラムチャイム 1
ニッケルカドミウム蓄電池(6.0Ah) 2
同上増設スイッチパネル(5局) 1
デジタルパワーアンプ(360W) 2
非常業務遠隔操作器(20局) 1

身体障害者呼出表示装置 呼出表示装置 1
テレビ共聴設備 アンテナ等 1

1 定期保守点検 週１回
（機器点検、目視点検等）
水質検査 月１回
（ＰＨ、ＳＳ、ＢＯＤ、大腸菌）
総量規制水質分析 月１回
（ＣＯＤ）
浄化槽法第１１条検査 年１回
余剰汚泥処理（清掃含む） 年12回

本館 乗用エレベータ 積載900ｋｇ　速度60ｍ／分 2 ○ 保守点検 月１回
停止箇所４箇所 　　機械装置点検

メモリアルホール 乗用エレベータ 積載900ｋｇ　速度60ｍ／分 1 　　動作・操作点検
停止箇所３箇所 　　清掃

荷用エレベータ 積載1,000ｋｇ　速度30ｍ／分 1 　　給油、調整
（油圧式） 停止箇所４箇所
エスカレータ 1階～2階　速度30ｍ／分 1 年１回

輸送能力6,000人／時
エスカレータ 2階～3階　速度30ｍ／分 1

輸送能力6,000人／時
舞台吊物機構 吊物バトン 11 保守点検 年３回

緞帳 2 　　外観点検
オペラカーテン 1 　　機能点検
暗転幕 1 　　端子増締
袖幕 5 　　内部清掃・注油
一文字幕 5 　　絶縁抵抗等測定
中割幕 1 　　運転確認　　
バック幕 1 　　　　　　　　　など
ホリゾント幕 1
定式幕 1
ボーダーライト 3
サスペンションライト 3
アッパーホリゾントライト 1
プロセニアムライト 1
スクリーン 1
天井反射板 2
正面反射板 1
側面反射板 4

残響可変装置 残響可変装置 4
（パワーシリンダ回転式）

舞台床機構 廻り舞台（旋回） 1 年２回
旋回ロック装置 1
小迫り 1
小迫り蓋ロック装置 1
落下防止装置 1

制御盤・操作盤 吊物制御盤 3 年３回
迫り制御盤 3
残響可変装置制御盤 1
舞台操作盤 1
映写室操作盤 1
信号押釦箱 1
残響可変装置用リモコンスイッチ 1

浄化槽 型式：ＲＣ造　合併処理　三次処理付 ○
排除方式：分流式
処理方式：接触ばっ気方式
処理人員：1,060人

全館

処理水量：215ｍ3／日

昇降機

建築基準法に基づく定期
検査

舞台機構設備
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管理の内容 実施頻度
業務名 対象設備・対象業務 規格等 数量 法定

業務基準

1 保守点検 年１回
1 　　外観点検
1 　　聴感試験
5 　　機能点検
3 　　　歪率・周波数特性等測定

2 　　端子増締
2 　　内部清掃
2 　　　　　　　　　など
1
2

ワイヤレスアンテナ 4
8
1
1
1
1
1
5
8
6
46
33
1 保守点検 年１回
2 　　外観点検
1 　　機能点検

袖操作盤 1 　　絶縁抵抗測定
1 　　端子増締
1 　　内部清掃
1 　　　　　　　　　など
1
3
3
48
1
24
24
7
4
9
24
36
32
2
2
2
2
31
1

ゴンドラ 型式：電動式チェア型 1 ○ 保守点検 年２回
　　（モノレール型軌道式） 　　外観点検
積載荷重：100㎏ 　　機能点検

ターンテーブル（トラック用） 直径：6.0ｍ 1 　　ボルト・端子増締
積載荷重：8トン 　　内部清掃・注油
速度：90度回転に約13秒 　　絶縁抵抗等測定

作業用走行梯子 手動式 3 　　作動試験　　
高さ：12ｍ、10ｍ、4ｍ 　　　　　　　　　など

受配電設備 受電設備容量：1400ｋＶＡ 1式 ○ 保安管理 隔月1回
受電電圧：6.6ｋＶ

電気使用設備 1式

非常用予備発電装置 定格容量：340ｋＶＡ 1式
定格電圧：0.2ｋＶ

アトリウム 自動ドア 電気式ＥＳ－２４型ドアエンジン 1 保守点検 年３回
片引（扉１枚） 　　外観点検

本館 電気式ＥＳ－２４型ドアエンジン 2 　　機能点検
引分（扉２枚） 　　電気回路測定

メモリアルホール 電気式ＥＳ－４３型ドアエンジン 1 　　内部清掃・注油
引分（扉２枚） 　　作動試験　　

休憩室 電気式ＥＳ－２４型ドアエンジン 2 　　　　　　　　　など
片引（扉１枚）

1 保守点検 月１回
14 　　回線の調整・試
47 　　験等
1

電力増幅器架
入出力コネクター盤
音場補正イコライザー
チャンネルディバイダー
カセットデッキ
ＣＤプレーヤー

舞台音響設備 音響調整卓

電動３点吊マイク装置
エレベータマイク装置
有線インターカム装置　親器　
有線インターカム装置　子器　
インターカムヘッドセット
インターカムハンドマイク

ＭＤプレーヤー
ＤＡＴプレーヤー
オープンデッキ

ワイヤレスマイク（ハンド型、タイピン型各４）
簡易ミキサー
エアーモニターマイク装置

無停電装置
映写室リモコン
禁煙・休憩表示時計
プロセニアムサスペンションフライダクト
ボーダーライト
サスペンションフライダクト

スピーカー
マイクスタンド

舞台照明設備 調光装置
制御盤
照明操作卓

ロアーホリゾントライト
フロアコンセント
フロントサイドスポットライト
シーリングスポットライト
センターピンスポットライト
同上用分電盤

同上用照明器具
アッパーホリゾントフライダクト
同上用照明器具
天井反射板ライト
フットライト
花道フットライト

電動機その他電気機器
類、照明装置、配線器具

自動ドア設備

電話設備 ＡＰＥＸ－3600Ｓ電子交換機
多機能電話機
一般内線電話機

同上用コネクター盤
ケーブルリール
ジョイントボックス
仮設電源盤

ゴンドラ等

電気設備

付帯設備（館内配線、直通回線、留守番電話
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管理の内容 実施頻度
業務名 対象設備・対象業務 規格等 数量 法定

業務基準

受水槽 実容量：47.25ｍ3 1 ○ 外観点検 月１回
有効水量：40ｍ3 清掃及び機能点検
実容量：12ｍ3 1
有効水量：9.5ｍ3

汚水槽 1 機能点検（汚泥処分含む） 年２回
1式 機能点検

衛生機器 大便器 61
小便器 32
掃除流し 10
洗面器類 82

揚水ポンプ 2 機能点検 年４回
電流・電圧・絶縁測定

汚水ポンプ 1 年２回

湧水ポンプ 2

自動給水ポンプ 1 年４回

全自動デジタル印刷機 印刷速度：最高１8０枚／分 1 目視点検
給紙台積載枚数：1,000枚 清掃・調整

１式 動作確認 年４回
清掃・調整

研修室LAM配線設備 1式 動作確認 年１回
図書除菌機 1 動作確認・清掃 年１回
空気清浄機　PHW-0151－PS 1 動作確認・清掃 年２回
オゾン発生装置 3 動作確認・清掃 年２回
サーマルカメラ 6 動作確認・清掃 年１回
空気清浄機　　ACZ70X-T 8 動作確認・清掃 年２回
非常時遠隔状況確認システム装置 1式 動作確認・清掃 年１回
ピアノ フルグランドコンサートピアノ 1 調律 年１回

グランドピアノ 2
アップライトピアノ 1

１式 ○ 有資格者（１級建築士等）
による点検

３年に１
回

１式 ○ 有資格者（１級建築士等）
による点検

年１回

１式 ○ 有資格者（１級建築士等）
による点検

年１回

空気環境測定 ○ 左記のとおり。 年６回
残留塩素測定 週１回
水質検査 年２回

(各１回）
年１回

清掃業務 本館 清掃 毎日

週３回

メモリアルホール 清掃 毎日

週３回

県民小劇場 清掃

清掃 週３回
屋外（建物周辺） 清掃 毎日

週３回

本館 洗浄ワックス掛け 年１回

メモリアルホール

県民小劇場

本館 カーペット清掃 年１回
県民小劇場

窓ガラス清掃 本館 窓ガラス清掃 年１回
メモリアルホール
県民小劇場
アトリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　584.45㎡

展示ケース清掃 メモリアルホール 展示ケース清掃 年１回

水中ポンプ　50Φ×110㍑／分×
10ｍ×0.75ｋＷ　3Φ200Ｖ

水中ポンプ　50Φ×200㍑／分×
10ｍ×1.5ｋＷ　3Φ200Ｖ

25Φ×54㍑／分×0.25ｋＷ　3Φ
200Ｖ

その他 スポット
契約

ネットワークサーバー装置

衛生設備
（清掃・機
能点検につ
いては年１
回）

高架水槽

排水設備

渦巻ポンプ　65Φ×480㍑／分×
35ｍ×5.5ｋＷ　4極　3Φ200Ｖ

※建築物環境衛生管理技
術者を選任すること。11項目検査

16項目検査
総トリハロメタン他１１項目検査

建築物点検業務 建築基準法第12条第２項の規定に基づく建築物
の点検

建築設備及び防火
設備点検業務

建築基準法第12条第４項の規定に基づく建築設
備の点検

建築基準法第12条第４項の規定に基づく防火設
備の点検

日常清掃 １階ホール・便所
湯沸室・エレベータ等　319.50㎡
図書室・パソコン演習室
ロビー・廊下・階段等　1,421.38㎡
研修室・音楽レッスン室

建築物環境
衛生管理業

建築物環境衛生管
理

館内計１４箇所
館内給水栓

客席・ロビー・リハーサル 使用の
都度室・楽屋・会議室・便所

廊下・階段等　　　　　1,831.96㎡
アトリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　584.45㎡

玄関前　　　　　　　　　　　320㎡

使用の
都度演劇レッスン室等　　　　904.82㎡

休憩室・便所
エレベータ等　　　　　　　262.24㎡
展示室・ホール・ロビー
廊下・階段等　　　　　2,299.06㎡

図書室・パソコン演習室
ロビー・廊下・階段等　1,894.17㎡
休憩室・便所・エレベータ
展示室・ホール・ロビー
廊下・階段等　　　　　2,353.07㎡
廊下・階段・楽屋

ピロティｰ・通路
駐輪場等　　　　　　　1,217.50㎡

定期清掃
床面洗浄・ワッ
クス掛け

１階ホール・便所・研修室
湯沸室・エレベータ

　　　　　　　　　　　　　　　230.26
　　　　　　　　　　　　　　　645.19
　　　　　　　　　　　　　　　336.23

便所・会議室等　　　　483.40㎡
カーペットクリー
ニング

大研修室・託児室　　　246.72㎡
ロビー・母子室・階段　　377.04
　　　　　　　　　　　　　　　406.72
　　　　　　　　　　　　　　　67.72㎡
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管理の内容 実施頻度
業務名 対象設備・対象業務 規格等 数量 法定

業務基準

高木　 173本 薬剤防除 年３回
剪定 年１回
潅水 年１回

低木 除草 年４回
施肥 年１回
薬剤防除 年３回
剪定

潅水 年１回
生垣 ヒイラギモクセイ 100㎡ 薬剤防除 年３回

剪定 年１回
潅水 年１回

140㎡ 除草 年３回
潅水 年１回

保安警備業務 常駐警備 開館日の8時～19時30分 1名 館内の施錠・開錠 毎日
監視盤の監視
空調機器の操作
異常事態発生時の措置
施設巡回　　　など

機械警備 主表示装置（警備エリア20区画） 1式 常時
侵入警報機器（センサー等）
警報移報装置

その他の業務 収集・運搬・処分 週１回
収集・運搬・処分 週１回

２週間に１回

年１回以上

○ 薬剤散布 年２回
トラップ処理　　など
除草

簡易専用水道検査 受水槽1、高架水槽
1

○ 水道法第34条の2第2項 年1回

植栽管理業
務

植栽管理 クスノキ、モッコク、ケヤキ、エゴノ
キ、ハナミズキ、ウメ、ヤマボウ
シ、マツ、サザンカ、ドウダンツツ
ジ、サクラ、ツバキ、マキ、カシ、
クロガネモチ、キリ、キンモクセ
イ、ビワ、チシャノキ、リンゴ、ニセ
アカシア、ムクノキ

火災、盗難、諸設備警報
盤、不法侵入等異状の感
知

一般廃棄物処理 可燃ゴミ、紙類、ダンボール
産業廃棄物処理 プラスチックゴミ

金属くず・ガラスくず・陶磁器くず

カンツバキ、金芽ツゲ、ボック
スウッド、ツツジ（ヒラド）、サツ
キ

473㎡

年１回（金芽ツ
ゲのみ年２回）

地皮類

警備
必要に応じ、上記以外にも
常駐警備実施（夜間貸館
時等）

（休館日
以外）

年２回程
度平坦地部分 （機械除草、刈りとばし）

（第1～第４駐車場、グランド）　　　　　　計9,147㎡

蛍光管
ねずみ・害虫駆除 全館

野外施設除草 北側斜面・東側斜面　　　　　　　　　　　計4,008㎡
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別記４

管理の内容 実施頻度
常駐スタッフによる 基本：9時～17時勤務 1名 舞台利用の相談受付 毎日
業務 施設見学者等への対応

舞台設備・備品管理
利用者との打合わせ
舞台準備
舞台設備操作

　など
追加スタッフによる 舞台設備操作
業務 舞台準備  　　

利用者との打合せ
など

2名
まで

舞台利
用日

業務実施に必要な時間勤務
（本番時、リハーサル時等）

（休館日
以外）

舞台操作等
業務

舞台操作等
舞台利用時は、上記に加え
業務実施に必要な時間勤務

愛媛県生涯学習センターの管理運営に必要な業務基準表

業務基準
業務名 対象設備・対象業務 数量規格等
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別記５ 

個人情報取扱特記事項 
 

（基本的事項） 

第１ 指定管理者は、個人情報保護の重要性を認識し、その業務の実施に当たっては、個人の権利利

益を侵害することのないよう、個人情報の適切な管理を行わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 指定管理者は、その業務に関して知り得た個人情報をみだりに第三者に漏らしてはならない。

指定管理者としての指定期間が終了し、又は指定が解除された後においても、同様とする。 

２ 指定管理者は、この業務に関わる責任者及び従事者に対して、在職中及び退職後において、その

業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはな

らないこと、これに違反した場合は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の規

定に基づき処罰される場合があることその他個人情報の適切な管理に必要な事項に関する研修を

しなければならない。 

 

（保有の制限） 

第３ 指定管理者は、本業務を行うために保有する個人情報は、業務を達成するために必要な最小限

のものにしなければならない。 

 

（安全管理措置） 

第４ 指定管理者は、その業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損（以下「漏えい

等」という。）の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定管理者は、本業務の責任者及び従事者を定め、書面により愛媛県に報告しなければならない。 

３ 指定管理者は、責任者及び従事者を変更する場合は、事前に書面により愛媛県に報告しなければ

ならない。 

４ 指定管理者は、従事者の管理体制及び実施体制並びに本業務で取り扱う個人情報の管理の状況に

ついての検査に関する事項について書面により愛媛県に報告しなければならない。 

 

 （利用及び提供の制限） 

第５ 指定管理者は、愛媛県の指示又は承認があるときを除き、その業務に関して知り得た個人情報

の内容を業務の目的以外の目的に利用し、又は提供してはならない。 

 

 （複写、複製の禁止） 

第６ 指定管理者は、その業務を処理するために愛媛県から提供された個人情報が記録された資料等

を、愛媛県の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 

 （再委託の禁止等） 

第７ 指定管理者は、個人情報を取り扱う業務を第三者に委託（以下「再委託」という。）してはな

らない。 
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２ 指定管理者は、本業務の一部をやむを得ず再委託する場合は、再委託先の名称、再委託する理由、

再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う個人情報の内容、再委託先における安全性

及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務

の着手前に、書面により再委託する旨を愛媛県に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、指定管理者は、再委託先に本協定に基づく一切の義務を遵守させるとともに、愛媛

県に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 指定管理者は、再委託先に対して、再委託した業務の履行状況を管理及び監督するとともに、愛

媛県の求めに応じて、その管理及び監督の状況を適宜報告しなければならない。 

５ 前各項の規定は、再委託先が委託先の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３

号に規定する子会社をいう。）である場合も、同様とする。 

 

 （派遣労働者利用時の措置） 

第８ 指定管理者は、本業務を派遣労働者に行わせる場合は、派遣労働者に対して、本協定に基づく

一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 指定管理者は、愛媛県に対して、派遣労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うもの

とする。 

 

 （資料等の返還等） 

第９ 指定管理者は、その業務を処理するため愛媛県から提供を受けた個人情報が記録された資料等

は、業務完了後直ちに愛媛県に返還するものとする。ただし、愛媛県が別に指示したときは、そ

の指示に従うものとする。 

２ 指定管理者は、その業務を処理するため指定管理者自らが取得し、又は作成した個人情報が記録

された資料等は、業務完了後速やかに、かつ確実に廃棄又は消去するものとする。ただし、愛媛

県が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

 

 （個人情報の運搬） 

第10 指定管理者は、その業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料

等を運搬するときは、個人情報の漏えい等を防止するため、指定管理者の責任において、確実な

方法により運搬しなければならない。 

 

（実地検査） 

第11 愛媛県は、指定管理者がその業務に関して取り扱う個人情報の管理体制、実施体制及び管理の

状況等について、随時実地に検査することができる。 

 

（指示及び報告等） 

第12 愛媛県は、指定管理者がその業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、指

定管理者に対して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることが

できる。 
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 （事故時の対応） 

第13 指定管理者は、本業務に関し個人情報の漏えい等の事態が生じ、又は生じたおそれがあること

を知ったときは、その事態の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに愛媛県に対して、当該事

態に関わる個人情報の内容、件数、原因、発生場所及び発生状況を書面により報告し、愛媛県の

指示に従わなければならない。 

 

（損害賠償） 

第14 指定管理者は、その責めに帰すべき事由により、その業務の処理に関し、個人情報の取扱いに

より愛媛県又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先又

は派遣労働者の責めに帰する事由により愛媛県又は第三者に損害を与えたときも同様とする。 

 

（指定の取消し等） 

第15 愛媛県は、指定管理者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、指定管理

者の指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

  

 

 


